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(57)【要約】
【課題】本発明の目的は、偏光板の一方の面に表面保護
フィルムが積層され、前記偏光板のもう一方の面に剥離
フィルムが積層され、前記偏光板は、偏光子を含み、前
記表面保護フィルムは、突刺し治具を垂直に降下させた
ときに、たわんだ状態における最大の力Ｆ３（Ｎ）と歪
みＳ３（ｍｍ）との積（Ｋ３）が１．００Ｎ・ｍｍ以上
である積層体であって、剥離フィルムの剥離不良が生じ
ない積層体を提供することである。
【解決手段】本発明の積層体は、前記偏光板と前記表面
保護フィルムとからなる層に対して、突刺し治具を垂直
に降下させたときに、前記層がたわんだ状態における最
大の力Ｆ１（Ｎ）と歪みＳ１（ｍｍ）との積（Ｋ１）が
、３．７０Ｎ・ｍｍ以上である。偏光板がたわんだ状態
における最大の力Ｆ２（Ｎ）と歪みＳ２（ｍｍ）との積
（Ｋ２）が１．００Ｎ・ｍｍ以下であってもよい。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
偏光板の一方の面に表面保護フィルムが剥離可能に積層され、
前記偏光板のもう一方の面に粘着剤層を介して剥離フィルムが剥離可能に積層され、
前記偏光板は、偏光子を含み、
前記表面保護フィルムを測定フィルムとして、以下の測定方法により測定される最大の力
（Ｆ（Ｎ））をＦ３とし、歪み（Ｓ（ｍｍ））をＳ３としたときに最大の力Ｆ３（Ｎ）と
歪みＳ３（ｍｍ）との積（Ｆ３（Ｎ）×Ｓ３（ｍｍ））として表される剛性Ｋ３が１．０
０Ｎ・ｍｍ以下である積層体であって、
前記偏光板と前記表面保護フィルムとからなる層を測定用フィルムとして、以下の測定方
法により測定される最大の力（Ｆ（Ｎ））をＦ１とし、歪み（Ｓ（ｍｍ））をＳ１とした
ときに、最大の力Ｆ１（Ｎ）と歪みＳ１（ｍｍ）との積（Ｆ１（Ｎ）×Ｓ１（ｍｍ））と
して表される剛性Ｋ１が３．７０Ｎ・ｍｍ以上１０．０Ｎ・ｍｍ以下である積層体。
測定方法：
上面から見て中央に円形の貫通孔を有し、上面における貫通孔の直径が３０ｍｍであり、
側面から見た貫通孔の形状が柱状の下部と半球状の上部とによって構成される形状である
測定台に、
２５ｍｍ×４３ｍｍの矩形の測定用フィルムを載置し、
該測定用フィルムの上方から、先端が球形であり先端径が１ｍｍφであり曲率半径が０．
５ｍｍであるニードルを、該ニードルが測定台の貫通孔の中心を通るように、１．０ｃｍ
／秒の速度で垂直に降下させ、
ニードルの先端が測定用フィルムに接してから、該フィルムがたわんだ状態を保持する最
大の荷重を最大の力Ｆ（Ｎ）として測定し、そのときのフィルムの歪みＳ（ｍｍ）を測定
する。
【請求項２】
前記偏光板を測定フィルムとして前記測定方法により測定される最大の力（Ｆ（Ｎ））を
Ｆ２（Ｎ）とし、歪み（Ｓ（ｍｍ））をＳ２としたときに最大の力Ｆ２（Ｎ）と歪みＳ２
（ｍｍ）との積として表される剛性Ｋ２が１．００Ｎ・ｍｍ以下である請求項１に記載の
積層体。
【請求項３】
前記偏光板と前記剥離フィルムとの間の密着力が０．０２～０．０５Ｎ／２５ｍｍである
請求項１または２に記載の積層体。
【請求項４】
請求項１～３のいずれかに記載の積層体における表面保護フィルムを、０．１～０．３Ｎ
／６０ｍｍの密着力で保持台上に固定する工程と、
当該積層体から剥離フィルムを剥離する工程を含む表面保護フィルム付き偏光板の製造方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、積層体に関し、詳しくは偏光子を含む偏光板の一方の面に表面保護フィルム
が剥離可能に積層され、もう一方の面に粘着剤層を介して剥離フィルムが剥離可能に積層
されている積層体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　偏光板は、液晶表示装置、有機エレクトロルミネッセンス（ＥＬ）表示装置等の画像表
示装置、とりわけ近年ではスマートフォン等の各種モバイル機器に広く用いられている。
偏光板としては従来より、偏光板を含むもの、具体的には、例えばポリビニルアルコール
系樹脂フィルムに二色性色素を吸着配向させた偏光子の片面又は両面に保護フィルムを貼
合してなるものが使用されている。
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【０００３】
　このような偏光板は、その表面の汚れや傷付きを防止するための剥離可能な表面保護フ
ィルム（プロテクトフィルムとも呼ばれる。）および剥離フィルム（セパレートフィルム
とも呼ばれる。）を表面に貼着した積層体として市場流通されるのが一般的である。
【０００４】
　偏光板を液晶セルや有機ＥＬ素子のような表示素子に貼合する際には、その表面に貼合
された剥離フィルムを剥がし、露出した粘着剤層を介して、偏光板を表示素子に貼合する
。剥離フィルムを剥離するときには、特許文献１〔特開平６－４８６３３号公報〕に示さ
れるように、積層体（偏光板の一方の面に表面保護フィルムが積層され、もう一方の面に
剥離フィルムが積層されたフィルム）の表面保護フィルム側を吸引・吸着等の方法により
保持台に固定し、剥離テープを剥離フィルム上に貼合する。その後、剥離テープを引っ張
って剥離フィルムを偏光板表面から除去する。このとき、偏光板が表面保護フィルムから
はがれてしまう現象を抑制できることから、表面保護フィルムとしては比較的剛性の低い
もの、具体的には以下に示す測定方法により測定される最大の力（Ｆ（Ｎ））と歪み（Ｓ
（ｍｍ））との積として示される剛性Ｋ３が１．００Ｎ・ｍｍ以下であるものが好ましい
。
【０００５】
　しかし、従来の積層体では、剥離フィルムを剥離するとき、剥離フィルムの動きに追随
し、固定していた偏光板および表面保護フィルムが保持台から浮き上がって、偏光板およ
び表面保護フィルムの固定が解かれ、容易に剥離フィルムの剥離が行えないという問題が
あった。近年偏光板の厚みが薄くなって、偏光板にコシがなくなって、剛性が比較的低く
なっており、一層剥離不良が生じやすい。
【０００６】
　この問題は、積層体を固定するときの吸引する力や吸着する力等の力を大きくしたり、
剥離フィルムの粘着力を小さくしたりすれば解決することができるが、一方で新たな問題
が発生してしまう。すなわち、吸引する力や吸着する力などの積層体に作用する力が大き
くなると、偏光板に跡が残り外観が悪化する。また、剥離フィルムの粘着力を小さくする
と、搬送等で積層体に衝撃が加わったときに、剥離フィルムと偏光板との間に隙間ができ
てしまう。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平６－４８６３３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明の目的は、剥離フィルムの剥離不良が生じない積層体を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
［１］　偏光板の一方の面に表面保護フィルムが剥離可能に積層され、
前記偏光板のもう一方の面に粘着剤層を介して剥離フィルムが剥離可能に積層され、
前記偏光板は、偏光子を含み、
前記表面保護フィルムを測定フィルムとして、以下の測定方法により測定される最大の力
（Ｆ（Ｎ））をＦ３とし、歪み（Ｓ（ｍｍ））をＳ３としたときに最大の力Ｆ３（Ｎ）と
歪みＳ３（ｍｍ）との積（Ｆ３（Ｎ）×Ｓ３（ｍｍ））として表される剛性Ｋ３が１．０
０Ｎ・ｍｍ以下である積層体であって、
前記偏光板と前記表面保護フィルムとからなる層を測定フィルムとして、以下の測定方法
により測定される最大の力（Ｆ（Ｎ））をＦ１とし、歪み（Ｓ（ｍｍ））をＳ１としたと
きに、最大の力Ｆ１（Ｎ）と歪みＳ１（ｍｍ）との積（Ｆ１（Ｎ）×Ｓ１（ｍｍ））とし
て表される剛性Ｋ１が、３．７０Ｎ・ｍｍ以上１０．０Ｎ・ｍｍ以下である積層体。
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【００１０】
測定方法：
上面から見て中央に円形の貫通孔を有し、上面における貫通孔の直径が３０ｍｍであり、
側面から見た貫通孔の形状が柱状の下部と半球状の上部とによって構成される形状である
測定台に、
２５ｍｍ×４３ｍｍの矩形の測定用フィルムを載置し、
該測定用フィルムの上方から、先端が球形であり先端径が１ｍｍφであり曲率半径が０．
５ｍｍであるニードルを、該ニードルが測定台の貫通孔の中心を通るように、１．０ｃｍ
／秒の速度で垂直に降下させ、
ニードルの先端が測定用フィルムに接してから、該フィルムがたわんだ状態を保持する最
大の荷重を最大の力Ｆ（Ｎ）として測定し、そのときのフィルムの歪みＳ（ｍｍ）を測定
する。
【００１１】
［２］　前記偏光板を測定フィルムとして前記測定方法により測定される最大の力（Ｆ（
Ｎ））をＦ２（Ｎ）とし、歪み（Ｓ（ｍｍ））をＳ２としたときに最大の力Ｆ２（Ｎ）と
歪みＳ２（ｍｍ）との積として表される剛性Ｋ２が１．００Ｎ・ｍｍ以下である［１］に
記載の積層体。
【００１２】
［３］　前記偏光板と前記剥離フィルムとの間の密着力が０．０２～０．０５Ｎ／２５ｍ
ｍである請求項１または２に記載の積層体。
【００１３】
［４］　［１］～［３］のいずれかに記載の積層体における表面保護フィルムを、０．１
～０．３Ｎ／６０ｍｍの密着力で保持台上に固定する工程と、
当該積層体から剥離フィルムを剥離する工程を含む表面保護フィルム付き偏光板の製造方
法。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、剥離フィルムの剥離不良が生じない積層体を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の積層体が有する層構成の一例を示す概略断面図である。
【図２】本発明の積層体が有する層構成の一例を示す概略断面図である。
【図３】フィルムがたわんだ状態における最大の力Ｆおよび歪みＳを測定するための装置
を示す概略図である。
【図４】フィルムがたわんだ状態における最大の力Ｆおよび歪みＳを説明するための図で
ある。
【図５】フィルムに折れ込みが入った状態の一例を示す画像である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
＜積層体＞
　積層体は、偏光板の一方の面に表面保護フィルムが積層され、偏光板のもう一方の面に
剥離フィルムが積層されている。偏光板は、偏光子を少なくとも有する。以下、図を参照
して、本発明の積層体の層構成の一例を説明する。偏光板は、偏光子に加えて、保護フィ
ルム、位相差層、輝度向上フィルム等を備えていてもよい。また、偏光板は、偏光子、位
相差層、輝度向上フィルム等を互いに接着するための粘着剤層を備えていてもよい。
【００１７】
　図１は、本発明の積層体の一例を示す概略断面図である。図１（ａ）に示す積層体１０
０は、偏光板１０の一方の面に積層された表面保護フィルム３０、および偏光板１０のも
う一方の面に積層された剥離フィルム２０から構成される。表面保護フィルム３０は、基
材フィルム３１と、その上に積層された粘着剤層３２とから構成されている。表面保護フ
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ィルム３０は、基材フィルム３１および粘着剤層３２が積層された状態で、偏光板１０か
ら剥離可能である。偏光板１０は、偏光子１１の一方の面に不図示の接着剤層を介して保
護フィルム１２が積層され、もう一方の面に粘着剤層１６を介して輝度向上フィルム１４
が積層され、保護フィルム１２上に粘着剤層１５が積層された層構成である。表面保護フ
ィルム３０は輝度向上フィルム１４の上に積層されている。粘着剤層１５の上には剥離フ
ィルム２０が積層されている。この剥離フィルム２０は、粘着剤層１５を残して偏光板１
０から剥離可能である。
【００１８】
　図１（ｂ）に示す積層体１０１は、偏光板１０の一方の面に積層された表面保護フィル
ム３０、および偏光板１０のもう一方の面に積層された剥離フィルム２０から構成される
。表面保護フィルム３０は、基材フィルム３１と、その上に積層された粘着剤層３２とか
ら構成されている。表面保護フィルム３０は、基材フィルム３１および粘着剤層３２が積
層された状態で、偏光板１０から剥離可能である。偏光板１０は、偏光子１１の一方の面
に不図示の接着剤層を介して保護フィルム１２が積層され、もう一方の面に不図示の接着
剤層を介して保護フィルム１３が積層され、保護フィルム１２上に粘着剤層１５が積層さ
れ、保護フィルム１３上に粘着剤層１６を介して輝度向上フィルム１４が積層された層構
成である。表面保護フィルム３０は輝度向上フィルム１４の上に積層されている。粘着剤
層１５の上には剥離フィルム２０が積層されている。この剥離フィルム２０は粘着剤層１
５を残して偏光板１０から剥離可能である。
【００１９】
　図２（ａ）に示す積層体１０２は、偏光板１０の一方の面に積層された表面保護フィル
ム３０、および偏光板１０のもう一方の面に積層された剥離フィルム２０から構成される
。表面保護フィルム３０は、基材フィルム３１と、その上に積層された粘着剤層３２とか
ら構成されている。表面保護フィルム３０は、基材フィルム３１および粘着剤層３２が積
層された状態で、偏光板１０から剥離可能である。偏光板１０は、偏光子１１の一方の面
に不図示の接着剤層を介して保護フィルム１２が積層され、もう一方の面に不図示の接着
剤層を介して保護フィルム１３が積層され、保護フィルム１２上に、不図示の接着剤層ま
たは粘着剤層を介して位相差層１７が積層され、位相差層１７上に、粘着剤層１５が積層
された層構成である。この粘着剤層１５上には、剥離フィルム２０が積層されている。こ
の剥離フィルムは、粘着剤層１５を残して偏光板１０から剥離可能である。
【００２０】
　図２（ｂ）に示す積層体１０３は、偏光板１０の一方の面に積層された表面保護フィル
ム３０、および偏光板１０のもう一方の面に積層された剥離フィルム２０から構成される
。表面保護フィルム３０は、基材フィルム３１とその上に積層された粘着剤層３２とから
構成されている。表面保護フィルム３０は、基材フィルム３１および粘着剤層３２が積層
された状態で、偏光板１０から剥離可能である。偏光板１０は、偏光子１１の一方の面に
不図示の接着剤層または粘着剤層を介して位相差層１７が積層され、もう一方の面に不図
示の接着剤層を介して保護フィルム１３が積層され、位相差層１７上に、粘着剤層１５が
積層された層構成である。この粘着剤層１５の上には、剥離フィルム２０が積層されてい
る。この剥離フィルム２０は、粘着剤層１５を残して偏光板１０から剥離可能である。
【００２１】
　積層体１００～１０３において、表面保護フィルム３０および剥離フィルム２０は、そ
れぞれ積層体の最表面を構成する部材であることが好ましい。積層体１００～１０３、偏
光板１０、剥離フィルム２０、および表面保護フィルム３０は、図示した層以外の層を有
していてもよい。
【００２２】
　本実施形態の積層体において、偏光板と表面保護フィルムとからなる層は、上記測定方
法により測定される最大の力Ｆ１（Ｎ）と歪みＳ１（ｍｍ）、即ち当該層に対して、突刺
し治具を垂直に降下させたときに、たわんだ状態における最大の力Ｆ１（Ｎ）と歪みＳ１
（ｍｍ）との積が、３．７０Ｎ・ｍｍ以上である。たわんだ状態における最大の力Ｆ１（
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Ｎ）と歪みＳ１（ｍｍ）との積（Ｋ１）は、４．５Ｎ・ｍｍ以上であることが好ましく、
５．０Ｎ・ｍｍ以上であることがより好ましく、通常は１０．０Ｎ・ｍｍ以下であり、９
．０Ｎ・ｍｍ以下であることが好ましい。このような力Ｆ１（Ｎ）と歪みＳ１（ｍｍ）と
の積（Ｋ１）の範囲とするためには、例えば表面保護フィルムと偏光板とを選択して組み
合わせることが好ましい。表面保護フィルムとして、最大の力Ｆ３（Ｎ）と歪みＳ３（ｍ
ｍ）との積（Ｋ３）が比較的大きな表面保護フィルム、すなわち剛性の高い表面保護フィ
ルムを用いると、上記Ｆ１（Ｎ）とＳ１（ｍｍ）との積（Ｋ１）は大きくなる。このよう
な表面保護フィルムとしては、例えば厚みが厚い表面保護フィルム、硬い材質の樹脂から
なる表面保護フィルム等が挙げられる。また、偏光板として、剛性の高いものを用いても
、上記Ｆ１（Ｎ）とＳ１（ｍｍ）との積（Ｋ１）は大きくなる。
【００２３】
　Ｆ１（Ｎ）は、１．０Ｎ以上３．０Ｎ以下であることができ、１．５Ｎ以上３．０Ｎ以
下であってもよい。Ｓ１（ｍｍ）は、１．５ｍｍ以上５．０ｍｍ以下であることができ、
２．０ｍｍ以上４．０ｍｍ以下であってもよい。
【００２４】
　たわんだ状態における最大の力Ｆ１（Ｎ）と歪みＳ１（ｍｍ）との積は、例えばカトー
テック株式会社製の圧縮試験機であるＫＥＳ－Ｇ５を利用して測定することができる。
具体的に図３、図４および図５を参照して説明をする。
【００２５】
ここでは、測定対象となるフィルム（測定用フィルム）のたわんだ状態における最大の力
〔Ｆ（Ｎ）〕と〔歪みＳ（ｍｍ）〕を測定する方法を説明する。測定用フィルムが偏光板
と表面保護フィルムとからなる層である場合にはＦ１およびＳ１が測定される。測定用フ
ィルムが偏光板である場合には、Ｆ２およびＳ２が測定される。測定用フィルムが表面保
護フィルムである場合には、Ｆ３およびＳ３が測定される。
【００２６】
　まず、測定台である台２の上に測定対象の測定用フィルム３を載置する。測定用フィル
ム３は、偏光板と表面保護フィルムとからなる層であるか、偏光板単独であるか、または
表面保護フィルム単独である。測定対象のフィルム３上には、固定用の治具を設けなくて
よい。台２は、上面から見て中央に円形の空隙（貫通孔）を有し、上面における空隙の直
径（両矢印４４）は３０ｍｍである。側面から見た空隙の形状は、例えば柱状の下部と半
球状の上部とによって構成される形状（釣鐘状）、錐体状（コーン状、円錐状）等の、先
端に向かって細くなる形状（テーパー形状）が挙げられる。測定対象の測定用フィルム３
の大きさは、２５ｍｍ（両矢印４３）×４３ｍｍ（両矢印４２）の矩形である。
【００２７】
　次に載置したフィルム３の上方から、突刺し治具１を垂直に降下させる。このとき突刺
し治具１が、円形の空隙における中心を通るようにする。突刺し治具１は、先端が球形で
あり、先端径が１ｍｍφであり、曲率が０．５Ｒ（曲率半径０．５ｍｍ）であるニードル
を使用する。突刺し治具１を降下させる速度は、１．０ｃｍ／秒である。
【００２８】
　突刺し治具（ニードル）１の先端が測定用フィルム３に接してから、当該フィルム３が
たわんだ状態を保持する最大の荷重（Ｎ）と歪み（ｍｍ）とを測定する。すなわち、突刺
し治具１を測定用フィルム３に降下させていくと、測定用フィルム３にしわや折れ込みが
生じるが（例えば図４（ｂ）、図５に示す折れ込み）、本実施形態では、その直前の荷重
および歪み（両矢印４０の長さ）を測定する。測定用フィルム３がたわんだ状態とは、フ
ィルム３を側面から見て、弓なり（例えば、円弧状、楕円弧状、カテナリー形状などの弧
状）である状態を言う（図４（ａ））。
【００２９】
　本実施形態の積層体において、偏光板単体に対して、突刺し治具を垂直に降下させたと
きに、たわんだ状態における最大の力Ｆ２（Ｎ）と歪みＳ２（ｍｍ）との積（Ｋ２）が、
１．００Ｎ・ｍｍ以下であってもよく、０．７０Ｎ・ｍｍ以下であってもよい。この場合
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、表面保護フィルム単体に対して、突刺し治具を垂直に降下させたときに、たわんだ状態
における最大の力Ｆ３（Ｎ）と歪みＳ３（ｍｍ）との積（Ｋ３）が、０．５０Ｎ・ｍｍ以
上であると、剥離フィルムの剥離不良が生じにくくなり、好ましい。最大の力Ｆ２（Ｎ）
と歪みＳ２（ｍｍ）との積が、０．３０Ｎ・ｍｍ以下である場合には、最大の力Ｆ３（Ｎ
）と歪みＳ３（ｍｍ）との積は、０．３０Ｎ・ｍｍ以上であることが同様に好ましい。最
大の力Ｆ２（Ｎ）と歪みＳ２（ｍｍ）との積が、０．２０Ｎ・ｍｍ以下である場合には、
最大の力Ｆ３（Ｎ）と歪みＳ３（ｍｍ）との積は、０．５０Ｎ・ｍｍ以上であることが同
様に好ましい。剛性の低い偏光板を使用するときであっても、それに応じて剛性の強い表
面保護フィルムを選定することにより、剥離フィルムの剥離不良を低減させることができ
る。このような組合せとすることにより、積層体が剛性の低い偏光板を備える場合であっ
ても、剥離フィルムの剥離不良が生じにくい。
【００３０】
　積層体は、積層体を構成する各部材をそれぞれ搬送しながらロール・トゥ・ロールで長
尺状の積層体を製造し、これを裁断することによって得てもよいし、所定形状の各部材を
それぞれ準備し、順次積層することによって得てもよい。
【００３１】
　積層体の形状は、特に限定されないが、矩形、三角形等の多角形、円形、楕円形、およ
びそれらの組合せであることができる。
【００３２】
　積層体が長辺と短辺とを有する矩形形状である場合、長辺の長さは３５～５ｃｍである
ことが好ましく、２５～１０ｃｍであることがより好ましく、短辺の長さは２５～５ｃｍ
であることが好ましく、２０～６ｃｍであることがより好ましい。このような範囲の大き
さとすることで、より剥離性を向上させることができる。
【００３３】
　以下、積層体が有する各部材について説明をする。
＜偏光板＞
　偏光板は、偏光板単体に対して、突刺し治具を垂直に降下させたときに、たわんだ状態
における最大の力Ｆ２（Ｎ）と歪みＳ２（ｍｍ）との積（Ｋ２）が、通常０．１０Ｎ・ｍ
ｍ以上であり、０．１５Ｎ・ｍｍ以上であることが好ましく、０．２０Ｎ・ｍｍ以上であ
ることがより好ましく、０．３０Ｎ・ｍｍ以上であることがさらに好ましい。また、最大
の力Ｆ２（Ｎ）と歪みＳ２（ｍｍ）との積（Ｋ２）は、１．００Ｎ・ｍｍ以下であっても
よいし、０．７０Ｎ・ｍｍ以下であってもよい。積Ｋ２が１．００Ｎ・ｍｍ以下であって
も、本発明の積層体であれば、剥離不良を招くことなく剥離フィルムを剥離することがで
きる。最大の力Ｆ２（Ｎ）と歪みＳ２（ｍｍ）との積（Ｋ２）は、上述の最大の力Ｆ１（
Ｎ）と歪みＳ１（ｍｍ）との積を求める方法と同じ方法で求めることができる。
【００３４】
　Ｆ２（Ｎ）は、０．２０Ｎ以上１．０Ｎ以下であることができ、０．３Ｎ以上０．８Ｎ
以下であってもよい。Ｓ２（ｍｍ）は、０．５ｍｍ以上３．０ｍｍ以下であることができ
、１．０ｍｍ以上２．０ｍｍ以下であってもよい。
【００３５】
　偏光板が偏光子の片面にのみ保護フィルムを備える場合、および偏光板が輝度向上フィ
ルムを備える場合の少なくとも一方を充足するとき、最大の力Ｆ２（Ｎ）と歪みＳ２（ｍ
ｍ）との積（Ｋ２）は、小さくなる傾向がある。また、偏光子の延伸倍率や延伸温度も、
最大の力Ｆ２（Ｎ）と歪みＳ２（ｍｍ）との積の大きさに影響を与え得る。例えば、偏光
子の延伸倍率を大きくすると、最大の力Ｆ２（Ｎ）と歪みＳ２（ｍｍ）との積（Ｋ２）は
、小さくなる傾向があり、偏光子の延伸倍率を小さくすると、積（Ｋ２）は大きくなる傾
向がある。
【００３６】
　偏光板１０は、少なくとも偏光子を含む偏光素子であり、通常はその片面又は両面に貼
合される熱可塑性樹脂フィルムをさらに含む。熱可塑性樹脂フィルムは、偏光子を保護す
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る保護フィルム、光学機能を有する他のフィルム等であることができる。熱可塑性樹脂フ
ィルムは、その表面に積層される樹脂層（例えばハードコート層、帯電防止層、防眩層、
光拡散層、反射防止層、低屈折率層、防汚層等から選択される少なくとも一種の光学層）
を備えていてもよい。熱可塑性樹脂フィルムは、接着剤層を介して偏光子に貼合すること
ができる。表面保護フィルム３０は、この樹脂層の表面に積層されてもよい。
【００３７】
　積層体が、さらに輝度向上フィルムや位相差層を含む場合に、本発明の効果は顕著であ
る。輝度向上フィルム等を含む偏光板は、その剛性が低く、剥離不良が生じやすい。本発
明によれば、積層体が輝度向上フィルム等を含む場合であっても、剥離不良の発生を低減
できる。
【００３８】
　偏光板の厚み（μｍ）は、通常１５０μｍ以下であり、剛性の低い７５μｍ以下、さら
には７０μｍ以下の場合に、本発明の効果は顕著である。偏光板１０の厚みは、好ましく
は３０μｍ以上であり、より好ましくは５０μｍ以上である。
【００３９】
　（１）偏光子
　偏光板１０を構成する偏光子は、その吸収軸に平行な振動面をもつ直線偏光を吸収し、
吸収軸に直交する（透過軸と平行な）振動面をもつ直線偏光を透過する性質を有する吸収
型の偏光子であり、一軸延伸されたポリビニルアルコール系樹脂フィルムに二色性色素を
吸着配向させた偏光子を好適に用いることができる。偏光子は、例えば、ポリビニルアル
コール系樹脂フィルムを一軸延伸する工程；ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを二色
性色素で染色することにより二色性色素を吸着させる工程；二色性色素が吸着されたポリ
ビニルアルコール系樹脂フィルムをホウ酸水溶液等の架橋液で処理する工程；及び、架橋
液による処理後に水洗する工程を含む方法によって製造できる。
【００４０】
　ポリビニルアルコール系樹脂としては、ポリ酢酸ビニル系樹脂をケン化したものを用い
ることができる。ポリ酢酸ビニル系樹脂としては、酢酸ビニルの単独重合体であるポリ酢
酸ビニルの他、酢酸ビニルと共重合可能な他の単量体との共重合体等が挙げられる。酢酸
ビニルに共重合可能な他の単量体の例は、不飽和カルボン酸類、オレフィン類、ビニルエ
ーテル類、不飽和スルホン酸類、及びアンモニウム基を有する（メタ）アクリルアミド類
等を含む。
【００４１】
　本明細書において「（メタ）アクリル」とは、アクリル及びメタクリルから選択される
少なくとも一方を意味する。「（メタ）アクリロイル」、「（メタ）アクリレート」等に
おいても同様である。
【００４２】
　ポリビニルアルコール系樹脂のケン化度は通常、８５～１００ｍｏｌ％であり、９８ｍ
ｏｌ％以上が好ましい。ポリビニルアルコール系樹脂は変性されていてもよく、例えば、
アルデヒド類で変性されたポリビニルホルマール又はポリビニルアセタール等を用いるこ
ともできる。ポリビニルアルコール系樹脂の平均重合度は通常、１０００～１００００で
あり、１５００～５０００が好ましい。ポリビニルアルコール系樹脂の平均重合度は、Ｊ
ＩＳ　Ｋ　６７２６に準拠して求めることができる。
【００４３】
　このようなポリビニルアルコール系樹脂を製膜したものが、偏光子（偏光子）の原反フ
ィルムとして用いられる。ポリビニルアルコール系樹脂を製膜する方法は、特に限定され
るものではなく、公知の方法が採用される。ポリビニルアルコール系原反フィルムの厚み
は特に制限されないが、偏光子の厚みを１５μｍ以下とするためには、５～３５μｍのも
のを用いることが好ましい。より好ましくは、２０μｍ以下である。
【００４４】
　ポリビニルアルコール系樹脂フィルムの一軸延伸は、二色性色素の染色前、染色と同時
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、又は染色の後に行うことができる。一軸延伸を染色の後で行う場合、この一軸延伸は、
架橋処理の前又は架橋処理中に行ってもよい。また、これらの複数の段階で一軸延伸を行
ってもよい。
【００４５】
　一軸延伸にあたっては、周速の異なるロール間で一軸に延伸してもよいし、熱ロールを
用いて一軸に延伸してもよい。また一軸延伸は、大気中で延伸を行う乾式延伸であっても
よいし、溶剤や水を用いてポリビニルアルコール系樹脂フィルムを膨潤させた状態で延伸
を行う湿式延伸であってもよい。延伸倍率は通常、３～８倍である。
【００４６】
　ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを二色性色素で染色する方法としては、例えば、
該フィルムを二色性色素が含有された水溶液に浸漬する方法が採用される。二色性色素と
しては、ヨウ素や二色性有機染料が用いられる。なお、ポリビニルアルコール系樹脂フィ
ルムは、染色処理の前に水への浸漬処理を施しておくことが好ましい。
【００４７】
　二色性色素による染色後の架橋処理としては通常、染色されたポリビニルアルコール系
樹脂フィルムをホウ酸含有水溶液に浸漬する方法が採用される。二色性色素としてヨウ素
を用いる場合、このホウ酸含有水溶液は、ヨウ化カリウムを含有することが好ましい。
【００４８】
　偏光子の厚みは、通常３０μｍ以下であり、好ましくは２０μｍ以下、より好ましくは
１５μｍ以下、さらに好ましくは１０μｍ以下であることがより好ましい。とりわけ偏光
子の厚みを１５μｍ以下とすることは、積層体の薄膜化に有利である。偏光子の厚みは、
通常２μｍ以上であり、偏光板にコシを持たせるという観点からは、３μｍ以上であるこ
とが好ましい。
【００４９】
　偏光子としては、例えば特開２０１６－１７０３６８号公報に記載されるように、液晶
化合物が重合した硬化膜中に、二色性色素が配向したものを使用してもよい。二色性色素
としては、波長３８０～８００ｎｍの範囲内に吸収を有するものを用いることができ、有
機染料を用いることが好ましい。二色性色素として、例えば、アゾ化合物が挙げられる。
液晶化合物は、配向したまま重合することができる液晶化合物であり、分子内に重合性基
を有することができる。
【００５０】
　（２）保護フィルム
　偏光子の片面又は両面に積層することができる保護フィルムは、透光性を有する（好ま
しくは光学的に透明な）熱可塑性樹脂、例えば、鎖状ポリオレフィン系樹脂（ポリプロピ
レン系樹脂等）、環状ポリオレフィン系樹脂（ノルボルネン系樹脂等）のようなポリオレ
フィン系樹脂；トリアセチルセルロース、ジアセチルセルロースのようなセルロース系樹
脂；ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレートのようなポリエステル系
樹脂；ポリカーボネート系樹脂；メタクリル酸メチル系樹脂のような（メタ）アクリル系
樹脂；ポリスチレン系樹脂；ポリ塩化ビニル系樹脂；アクリロニトリル・ブタジエン・ス
チレン系樹脂；アクリロニトリル・スチレン系樹脂；ポリ酢酸ビニル系樹脂；ポリ塩化ビ
ニリデン系樹脂；ポリアミド系樹脂；ポリアセタール系樹脂；変性ポリフェニレンエーテ
ル系樹脂；ポリスルホン系樹脂；ポリエーテルスルホン系樹脂；ポリアリレート系樹脂；
ポリアミドイミド系樹脂；ポリイミド系樹脂等からなるフィルムであることができる。
【００５１】
　鎖状ポリオレフィン系樹脂としては、ポリエチレン樹脂（エチレンの単独重合体である
ポリエチレン樹脂や、エチレンを主体とする共重合体）、ポリプロピレン樹脂（プロピレ
ンの単独重合体であるポリプロピレン樹脂や、プロピレンを主体とする共重合体）のよう
な鎖状オレフィンの単独重合体の他、２種以上の鎖状オレフィンからなる共重合体を挙げ
ることができる。
【００５２】
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　環状ポリオレフィン系樹脂は、環状オレフィンを重合単位として重合される樹脂の総称
であり、例えば、特開平１－２４０５１７号公報、特開平３－１４８８２号公報、特開平
３－１２２１３７号公報等に記載されている樹脂が挙げられる。環状ポリオレフィン系樹
脂の具体例を挙げれば、環状オレフィンの開環（共）重合体、環状オレフィンの付加重合
体、環状オレフィンとエチレン、プロピレンのような鎖状オレフィンとの共重合体（代表
的にはランダム共重合体）、及びこれらを不飽和カルボン酸やその誘導体で変性したグラ
フト重合体、並びにそれらの水素化物である。中でも、環状オレフィンとしてノルボルネ
ンや多環ノルボルネン系モノマーのようなノルボルネン系モノマーを用いたノルボルネン
系樹脂が好ましく用いられる。
【００５３】
　ポリエステル系樹脂は、下記セルロースエステル系樹脂を除く、エステル結合を有する
樹脂であり、多価カルボン酸又はその誘導体と多価アルコールとの重縮合体からなるもの
が一般的である。多価カルボン酸又はその誘導体としては２価のジカルボン酸又はその誘
導体を用いることができ、例えばテレフタル酸、イソフタル酸、ジメチルテレフタレート
、ナフタレンジカルボン酸ジメチルが挙げられる。多価アルコールとしては２価のジオー
ルを用いることができ、例えばエチレングリコール、プロパンジオール、ブタンジオール
、ネオペンチルグリコール、シクロヘキサンジメタノールが挙げられる。ポリエステル系
樹脂の代表例として、テレフタル酸とエチレングリコールの重縮合体であるポリエチレン
テレフタレートが挙げられる。
【００５４】
　（メタ）アクリル系樹脂は、（メタ）アクリロイル基を有する化合物を主な構成モノマ
ーとする樹脂である。（メタ）アクリル系樹脂の具体例は、例えば、ポリメタクリル酸メ
チルのようなポリ（メタ）アクリル酸エステル；メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル
酸共重合体；メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸エステル共重合体；メタクリル酸
メチル－アクリル酸エステル－（メタ）アクリル酸共重合体；（メタ）アクリル酸メチル
－スチレン共重合体（ＭＳ樹脂等）；メタクリル酸メチルと脂環族炭化水素基を有する化
合物との共重合体（例えば、メタクリル酸メチル－メタクリル酸シクロヘキシル共重合体
、メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸ノルボルニル共重合体等）を含む。好ましく
は、ポリ（メタ）アクリル酸メチルのようなポリ（メタ）アクリル酸Ｃ1-6アルキルエス
テルを主成分とする重合体が用いられ、より好ましくは、メタクリル酸メチルを主成分（
５０～１００重量％、好ましくは７０～１００重量％）とするメタクリル酸メチル系樹脂
が用いられる。
【００５５】
　セルロースエステル系樹脂は、セルロースと脂肪酸とのエステルである。セルロースエ
ステル系樹脂の具体例は、セルローストリアセテート、セルロースジアセテート、セルロ
ーストリプロピオネート、セルロースジプロピオネートを含む。また、これらの共重合物
や、水酸基の一部が他の置換基で修飾されたものも挙げられる。これらの中でも、セルロ
ーストリアセテート（トリアセチルセルロース）が特に好ましい。
【００５６】
　ポリカーボネート系樹脂は、カルボナート基を介してモノマー単位が結合された重合体
からなるエンジニアリングプラスチックである。
【００５７】
　保護フィルムの位相差値を、液晶表示装置等の画像表示装置に好適な値に制御すること
も有用である。例えば、インプレーンスイッチング（ＩＰＳ）モードの液晶表示装置にお
いては、保護フィルムとして実質的に位相差値がゼロのフィルムを用いることが好ましい
。実質的に位相差値がゼロとは、波長５９０ｎｍにおける面内位相差値Ｒ0が１０ｎｍ以
下であり、波長５９０ｎｍにおける厚み方向位相差値Ｒthの絶対値が１０ｎｍ以下であり
、波長４８０～７５０ｎｍにおける厚み方向位相差値Ｒthの絶対値が１５ｎｍ以下である
ことをいう。
【００５８】
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　例えば液晶表示装置のモードによっては、保護フィルムに延伸及び／又は収縮加工等を
行い、好適な位相差値を付与してもよい。例えば、視野角補償を目的として、保護フィル
ムとして単層又は多層構造の位相差層（又はフィルム）を用いることができる。この場合
、偏光板１０は、偏光子と位相差層との積層構造を含む楕円偏光板若しくは円偏光板、又
は位相差層を含む視野角補償機能を兼ね備えた偏光板等であることができる。
【００５９】
　保護フィルムの厚みは通常１～１００μｍであるが、強度や取扱性等の観点から５～６
０μｍであることが好ましく、１０～５５μｍであることがより好ましく、１５～４０μ
ｍであることがさらに好ましい。偏光板を構成する保護フィルムとして、この範囲内の厚
みのものを用いれば、この保護フィルムを備える偏光板そのもののＦ２（Ｎ）とＳ２（ｍ
ｍ）との積（Ｋ２）や、さらに、この偏光板と表面保護フィルムとからなる層のＦ１（Ｎ
）とＳ１（ｍｍ）との積（Ｋ１）を調整しやすい。具体的には、保護フィルムとして厚み
が上記範囲内で厚い保護フィルムを用いると、積（Ｋ２）や積（Ｋ１）が大きくなる傾向
にあり、厚みを上記範囲内で薄くすると、積（Ｋ２）や積（Ｋ１）が小さく寝る傾向にあ
る。また、保護フィルムの厚みがこの範囲内であると、偏光子を機械的に保護し、湿熱環
境下に曝されても偏光子が収縮せず、安定した光学特性を保つことができる。
【００６０】
また、保護フィルムを構成する材料として高い剛性を示すものを選択することで、Ｆ１（
Ｎ）とＳ１（ｍｍ）との積（Ｋ１）、Ｆ２（Ｎ）とＳ２（ｍｍ）との積（Ｋ２）を調整す
ることが可能である。保護フィルムを構成する材料として、剛性の高いものを用いると、
Ｆ１（Ｎ）とＳ１（ｍｍ）との積（Ｋ１）や、Ｆ２（Ｎ）とＳ２（ｍｍ）との積（Ｋ２）
は大きくなる傾向にある。保護フィルムを構成する材料として、剛性の低いものを用いる
と、Ｆ１（Ｎ）とＳ１（ｍｍ）との積（Ｋ１）や、Ｆ２（Ｎ）とＳ２（ｍｍ）との積（Ｋ
２）は小さくなる傾向にある。
【００６１】
　偏光子の両面に保護フィルムが貼合される場合においてこれらの保護フィルムは、同種
の熱可塑性樹脂で構成されていてもよいし、異種の熱可塑性樹脂で構成されていてもよい
。また、厚みが同じであってもよいし、異なっていてもよい。さらに、同じ位相差特性を
有していてもよいし、異なる位相差特性を有していてもよい。
【００６２】
　上述のように、保護フィルムの少なくともいずれか一方は、その外面（偏光子とは反対
側の面）に、ハードコート層、防眩層、光拡散層、反射防止層、低屈折率層、帯電防止層
、防汚層のような表面処理層（コーティング層）を備えるものであってもよい。なお、保
護フィルムの厚みは、表面処理層の厚みを含んだものである。
【００６３】
　表面保護フィルムと偏光板との間への気泡の混入を抑制する観点から、偏光板１０にお
ける表面保護フィルム３０側の表面（表面保護フィルム３０が貼合される表面であり、表
面処理層であってもよい。）は、ＪＩＳ　Ｂ　０６０１：２０１３に準拠する算術平均粗
さＲａが小さいことが好ましい。具体的には、上記表面のＲａは、好ましくは０．３μｍ
以下であり、より好ましくは０．２μｍ以下であり、さらに好ましくは０．１５μｍ以下
である。上記表面のＲａは、通常０．００１μｍ以上、例えば０．００５μｍ以上である
。
【００６４】
　保護フィルムは、例えば接着剤層を介して偏光子に貼合することができる。接着剤層を
形成する接着剤としては、水系接着剤、活性エネルギー線硬化性接着剤又は熱硬化性接着
剤を用いることができ、好ましくは水系接着剤、活性エネルギー線硬化性接着剤である。
【００６５】
　水系接着剤としては、ポリビニルアルコール系樹脂水溶液からなる接着剤、水系二液型
ウレタン系エマルジョン接着剤等が挙げられる。中でもポリビニルアルコール系樹脂水溶
液からなる水系接着剤が好適に用いられる。ポリビニルアルコール系樹脂としては、酢酸



(12) JP 2019-191551 A 2019.10.31

10

20

30

40

50

ビニルの単独重合体であるポリ酢酸ビニルをケン化処理して得られるビニルアルコールホ
モポリマーのほか、酢酸ビニルとこれに共重合可能な他の単量体との共重合体をケン化処
理して得られるポリビニルアルコール系共重合体、又はそれらの水酸基を部分的に変性し
た変性ポリビニルアルコール系重合体等を用いることができる。水系接着剤は、アルデヒ
ド化合物（グリオキザール等）、エポキシ化合物、メラミン系化合物、メチロール化合物
、イソシアネート化合物、アミン化合物、多価金属塩等の架橋剤を含むことができる。
【００６６】
　水系接着剤を使用する場合は、偏光子と保護フィルムとを貼合した後、水系接着剤中に
含まれる水を除去するための乾燥工程を実施することが好ましい。乾燥工程後、例えば２
０～４５℃の温度で養生する養生工程を設けてもよい。
【００６７】
　上記活性エネルギー線硬化性接着剤とは、紫外線、可視光、電子線、Ｘ線のような活性
エネルギー線の照射によって硬化する硬化性化合物を含有する接着剤であり、好ましくは
紫外線硬化性接着剤である。
【００６８】
　上記硬化性化合物は、カチオン重合性の硬化性化合物やラジカル重合性の硬化性化合物
であることができる。カチオン重合性の硬化性化合物としては、例えば、エポキシ系化合
物（分子内に１個又は２個以上のエポキシ基を有する化合物）や、オキセタン系化合物（
分子内に１個又は２個以上のオキセタン環を有する化合物）、又はこれらの組み合わせを
挙げることができる。ラジカル重合性の硬化性化合物としては、例えば、（メタ）アクリ
ル系化合物（分子内に１個又は２個以上の（メタ）アクリロイルオキシ基を有する化合物
）や、ラジカル重合性の二重結合を有するその他のビニル系化合物、又はこれらの組み合
わせを挙げることができる。カチオン重合性の硬化性化合物とラジカル重合性の硬化性化
合物とを併用してもよい。活性エネルギー線硬化性接着剤は通常、上記硬化性化合物の硬
化反応を開始させるためのカチオン重合開始剤及び／又はラジカル重合開始剤をさらに含
む。
【００６９】
　偏光子と保護フィルムとを貼合するにあたっては、接着性を高めるために、これらの少
なくともいずれか一方の貼合面に表面活性化処理を施してもよい。表面活性化処理として
は、コロナ処理、プラズマ処理、放電処理（グロー放電処理等）、火炎処理、オゾン処理
、ＵＶオゾン処理、電離活性線処理（紫外線処理、電子線処理等）のような乾式処理；水
やアセトン等の溶媒を用いた超音波処理、ケン化処理、アンカーコート処理のような湿式
処理を挙げることができる。これらの表面活性化処理は、単独で行ってもよいし、２つ以
上を組み合わせてもよい。
【００７０】
　偏光子の両面に保護フィルムが貼合される場合においてこれらの保護フィルムを貼合す
るための接着剤は、同種の接着剤であってもよいし異種の接着剤であってもよい。
【００７１】
　（３）他のフィルム
　偏光板１０は、偏光子及び保護フィルム以外の他のフィルムを含むことができ、その代
表例は輝度向上フィルム及び位相差層である。偏光板１０が他のフィルムを含む場合、表
面保護フィルム３０は、このフィルムの表面、又はこのフィルム上に積層される表面処理
層の表面に積層されてもよい。
【００７２】
　輝度向上フィルムは、反射型偏光子とも呼ばれるものであり、光源（バックライト）か
らの出射光を透過偏光と反射偏光又は散乱偏光に分離するような機能を有する偏光変換素
子が用いられる。輝度向上フィルムを偏光子上に配置することにより、反射偏光又は散乱
偏光である再帰光を利用して、偏光子から出射される直線偏光の出射効率を向上させるこ
とができる。輝度向上フィルムは、粘着剤層を介して偏光子上に積層することができる。
偏光子と輝度向上フィルムとの間に保護フィルムのような他のフィルムが介在していても
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よい。
【００７３】
　輝度向上フィルムは、例えば異方性反射偏光子であることができる。異方性反射偏光子
の一例は、一方の振動方向の直線偏光を透過し、他方の振動方向の直線偏光を反射する異
方性多重薄膜であり、その具体例は３Ｍ社製の「ＡＰＦ」である。異方性反射偏光子の他
の一例は、コレステリック液晶層とλ／４板との複合体であり、その具体例は日東電工株
式会社製の「ＰＣＦ」である。異方性反射偏光子のさらに他の一例は、反射グリッド偏光
子であり、その具体例は金属に微細加工を施して可視光領域でも反射偏光を出射するよう
な金属格子反射偏光子、金属微粒子を高分子マトリックス中に添加して延伸したフィルム
である。
【００７４】
　上述のように、輝度向上フィルムの外面に、ハードコート層、防眩層、光拡散層、位相
差層（１／４波長の位相差値を持つ位相差層等）、反射防止層、低屈折率層、帯電防止層
、防汚層のような表面処理層（コーティング層）を設けてもよい。かかる層の形成により
、バックライトテープとの密着性や表示画像の均一性を向上させ得る。輝度向上フィルム
５０の厚みは、通常１０～１００μｍであるが、好ましくは１０～５０μｍ、より好まし
くは１０～３０μｍである。
【００７５】
　位相差層としては、１／４波長（λ／４）板、１／２波長（λ／２）板、およびポジテ
ィブＣプレート等が挙げられる。λ／４板は、その波長５５０［ｎｍ］における面内の位
相差値Ｒｅ（５５０）が、１００ｎｍ≦Ｒｅ（５５０）≦２００ｎｍの関係を満足する層
である。λ／４板は、Ｒｅ（４５０）＜Ｒｅ（５５０）＜Ｒｅ（６５０）を満たす逆波長
分散性を示してもよい。λ／２板は、Ｒｅ（５５０）が、２１０ｎｍ≦Ｒｅ（５５０）≦
３００ｎｍの満足する層である。ポジティブＣプレートは、Ｎｚ＞Ｎｘ≧Ｎｙの関係を満
足し、その波長λ［ｎｍ］における厚み方向の位相差値Ｒｔｈ（λ）が、－３００ｎｍ≦
Ｒｔｈ（５５０）≦－２０ｎｍの関係を満足することが好ましい。
【００７６】
　位相差層は、例えば上記保護フィルムの材料として例示をした樹脂から形成することが
でき、中でも環状オレフィン系樹脂、スチレン系樹脂が好ましい。位相差層は、単層から
形成されてもよいし、複数の層から形成されてもよい。複数の層を有する位相差層として
は、例えば上記保護フィルムの材料として例示をした樹脂フィルム（基材フィルム）、及
び液晶化合物が重合した液晶化合物が硬化した層を含むもの、複数（例えば２層）の液晶
化合物が硬化した層を含むものであってもよい。位相差を有する層は、樹脂フィルム及び
／又は液晶化合物が硬化した層であることができる。樹脂フィルムは上記保護フィルムの
役割を兼ねることができる。
【００７７】
　位相差層は、１種類の位相差層からなってもよいし、複数種の位相差層からなってもよ
い。位相差層が複数の位相差層からなる場合、１／４波長板と１／２波長板との組合せ、
１／４波長板とポジティブＣプレートとの組合せが好ましい。
【００７８】
　位相差層は、液晶化合物が硬化した層を含むことが好ましく、位相差層が複数の層から
なる場合、いずれの位相差層も液晶化合物が硬化した層を含んでいてもよい。液晶化合物
の種類については、特に限定されないものの、その形状から、棒状タイプ（棒状液晶化合
物）と円盤状タイプ（円盤状液晶化合物、ディスコティック液晶化合物）とに分類できる
。さらに、それぞれ低分子タイプと高分子タイプとがある。なお、高分子とは、一般に重
合度が１００以上のものを言う（高分子物理・相転移ダイナミクス、土井 正男著、２頁
、岩波書店、１９９２）。本実施形態では、何れの液晶化合物を用いることもできる。さ
らに、２種以上の棒状液晶化合物や、２種以上の円盤状液晶化合物、又は、棒状液晶化合
物と円盤状液晶化合物との混合物を用いてもよい。
【００７９】
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　なお、棒状液晶化合物としては、例えば、特表平１１－５１３０１９号公報の請求項１
、又は、特開２００５－２８９９８０号公報の段落［００２６］～［００９８］に記載の
ものを好適に用いることができる。円盤状液晶化合物としては、例えば、特開２００７－
１０８７３２号公報の段落［００２０］～［００６７］、又は、特開２０１０－２４４０
３８号公報の段落［００１３］～［０１０８］に記載のものを好適に用いることができる
。
【００８０】
　位相差層は、重合性基を有する液晶化合物（棒状液晶化合物又は円盤状液晶化合物）を
用いて形成することがより好ましい。これにより、光学特性の温度変化や湿度変化を小さ
くすることができる。
【００８１】
　液晶化合物は、２種類以上の混合物であってもよい。その場合、少なくとも１つが２以
上の重合性基を有していることが好ましい。すなわち、位相差層は、重合性基を有する棒
状液晶化合物又は重合性基を有する円盤状液晶化合物が重合によって固定されて形成され
た層であることが好ましい。この場合、層となった後はもはや液晶性を示す必要はない。
【００８２】
　棒状液晶化合物又は円盤状液晶化合物に含まれる重合性基の種類は、特に制限されるも
のではなく、例えば、重合性エチレン性不飽和基や環重合性基などの付加重合反応が可能
な官能基が好ましい。より具体的には、例えば、（メタ）アクリロイル基、ビニル基、ス
チリル基、アリル基などを挙げることができる。その中でも、（メタ）アクリロイル基が
好ましい。なお、（メタ）アクリロイル基とは、メタアクリロイル基及びアクリロイル基
の両者を包含する概念である。
【００８３】
　位相差層の形成方法は、特に制限されるものではなく、公知の方法が挙げられる。例え
ば、所定の基板（仮基板を含む）に、重合性基を有する液晶化合物を含む光学異方性層形
成用組成物（以下、単に「組成物」という。）を塗布して塗膜を形成し、得られた塗膜に
対して硬化処理（紫外線の照射（光照射処理）又は加熱処理）を施すことにより、位相差
層を製造できる。製造した位相差層は、例えば偏光子上または保護フィルム上に転写する
ことができる。
【００８４】
　組成物の塗布としては、公知の方法、例えば、ワイヤーバーコーティング法、押し出し
コーティング法、ダイレクトグラビアコーティング法、リバースグラビアコーティング法
、および、ダイコーティング法により実施できる。
【００８５】
　組成物には、上述した液晶化合物以外の成分が含まれていてもよい。例えば、組成物に
は、重合開始剤が含まれていてもよい。使用される重合開始剤は、重合反応の形式に応じ
て、例えば、熱重合開始剤や光重合開始剤が選択される。例えば、光重合開始剤としては
、α－カルボニル化合物、アシロインエーテル、α－炭化水素置換芳香族アシロイン化合
物、多核キノン化合物、トリアリールイミダゾールダイマーとｐ－アミノフェニルケトン
との組み合わせなどが挙げられる。重合開始剤の使用量は、組成物の全固形分に対して、
０．０１～２０質量％であることが好ましく、０．５～５質量％であることがより好まし
い。
【００８６】
　また、組成物には、塗工膜の均一性及び膜の強度の点から、重合性モノマーが含まれて
いてもよい。重合性モノマーとしては、ラジカル重合性又はカチオン重合性の化合物が挙
げられる。その中でも、多官能性ラジカル重合性モノマーが好ましい。
【００８７】
　なお、重合性モノマーとしては、上述した重合性基含有の液晶化合物と共重合性のもの
が好ましい。具体的な重合性モノマーとしては、例えば、特開２００２－２９６４２３号
公報中の段落［００１８］～［００２０］に記載のものが挙げられる。重合性モノマーの
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使用量は、液晶化合物の全質量に対して、１～５０質量％であることが好ましく、２～３
０質量％であることがより好ましい。
【００８８】
　また、組成物には、塗工膜の均一性及び膜の強度の点から、界面活性剤が含まれていて
もよい。界面活性剤としては、従来公知の化合物が挙げられる。その中でも特に、フッ素
系化合物が好ましい。
【００８９】
　また、組成物には、溶媒が含まれていてもよく、有機溶媒が好ましく用いられる。有機
溶媒としては、例えば、アミド（例、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド）、スルホキシド（
例、ジメチルスルホキシド）、ヘテロ環化合物（例、ピリジン）、炭化水素（例、ベンゼ
ン、ヘキサン）、アルキルハライド（例、クロロホルム、ジクロロメタン）、エステル（
例、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸ブチル）、ケトン（例、アセトン、メチルエチルケト
ン）、エーテル（例、テトラヒドロフラン、１，２－ジメトキシエタン）が挙げられる。
その中でも、アルキルハライド、ケトンが好ましい。また、２種類以上の有機溶媒を併用
してもよい。
【００９０】
　また、組成物には、偏光子界面側垂直配向剤、空気界面側垂直配向剤などの垂直配向促
進剤、並びに、偏光子界面側水平配向剤、空気界面側水平配向剤などの水平配向促進剤と
いった各種配向剤が含まれていてもよい。さらに、組成物には、上記成分以外にも、密着
改良剤、可塑剤、ポリマーなどが含まれていてもよい。
【００９１】
　位相差層には、液晶化合物の配向方向を規定する機能を有する配向膜が含まれていても
よい。配向膜は、一般的にはポリマーを主成分とする。配向膜用ポリマー材料としては、
多数の文献に記載があり、多数の市販品を入手することができる。その中もでも、ポリマ
ー材料として、ポリビニルアルコール又はポリイミド、その誘導体を用いることが好まし
く、特に、変性又は未変性のポリビニルアルコールを用いることが好ましい。
【００９２】
　なお、配向膜には、通常公知の配向処理が施される。例えば、ラビング処理、偏光を当
てる光配向処理などが挙げられるが、配向膜の表面粗さの観点から、光配向処理が好まし
い。
【００９３】
　液晶化合物が硬化した層の厚みは、特に制限されないものの、０．５～１０μｍが好ま
しく、１．０～５μｍがより好ましい。配向膜の厚みは、特に制限されてないものの、２
０μｍ以下の場合が多く、その中でも、０．０１～１０μｍであることが好ましく、０．
０１～５μｍであることがより好ましく、０．０１～１μｍであることがさらに好ましい
。
【００９４】
　（４）粘着剤層
　偏光板１０は、その最表面に粘着剤層１５を有することが好ましい。この粘着剤層は、
偏光板１０を表示素子（例えば液晶セル、有機ＥＬ素子）や他の光学部材に貼合するため
に用いることができ、剥離フィルム２０を剥離して露出する粘着剤層である。また、粘着
剤層は、偏光子、保護フィルム、輝度向上フィルム、および位相差層を積層させるのに使
用することもできる。図１において、粘着剤層１６がこれに相当する。粘着剤層は、（メ
タ）アクリル系、ゴム系、ウレタン系、エステル系、シリコーン系、ポリビニルエーテル
系のような樹脂を主成分とする粘着剤組成物で構成することができる。中でも、透明性、
耐候性、耐熱性等に優れる（メタ）アクリル系樹脂をベースポリマーとする粘着剤組成物
が好適である。粘着剤組成物は、活性エネルギー線硬化型、熱硬化型であってもよい。
【００９５】
　粘着剤組成物に用いられる（メタ）アクリル系樹脂（ベースポリマー）としては、例え
ば、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸イソオ
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クチル、（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシルのような（メタ）アクリル酸エステルの
１種又は２種以上をモノマーとする重合体又は共重合体が好適に用いられる。ベースポリ
マーには、極性モノマーを共重合させることが好ましい。極性モノマーとしては、例えば
、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル
酸ヒドロキシエチル、（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）
アクリレート、グリシジル（メタ）アクリレートのような、カルボキシル基、水酸基、ア
ミド基、アミノ基、エポキシ基等を有するモノマーを挙げることができる。
【００９６】
　粘着剤組成物は、上記ベースポリマーのみを含むものであってもよいが、通常は架橋剤
をさらに含有する。架橋剤としては、２価以上の金属イオンであって、カルボキシル基と
の間でカルボン酸金属塩を形成するもの；ポリアミン化合物であって、カルボキシル基と
の間でアミド結合を形成するもの；ポリエポキシ化合物やポリオールであって、カルボキ
シル基との間でエステル結合を形成するもの；ポリイソシアネート化合物であって、カル
ボキシル基との間でアミド結合を形成するものが例示される。中でも、ポリイソシアネー
ト化合物が好ましい。
【００９７】
　活性エネルギー線硬化型粘着剤組成物とは、紫外線や電子線のような活性エネルギー線
の照射を受けて硬化する性質を有しており、活性エネルギー線照射前においても粘着性を
有してフィルム等の被着体に密着させることができ、活性エネルギー線の照射によって硬
化して密着力の調整ができる性質を有する粘着剤組成物である。活性エネルギー線硬化型
粘着剤組成物は、紫外線硬化型であることが好ましい。活性エネルギー線硬化型粘着剤組
成物は、ベースポリマー、架橋剤に加えて、活性エネルギー線重合性化合物をさらに含有
する。さらに必要に応じて、光重合開始剤や光増感剤等を含有させることもできる。
【００９８】
　粘着剤組成物は、光散乱性を付与するための微粒子、ビーズ（樹脂ビーズ、ガラスビー
ズ等）、ガラス繊維、ベースポリマー以外の樹脂、帯電防止剤、粘着性付与剤、充填剤（
金属粉やその他の無機粉末等）、酸化防止剤、紫外線吸収剤、染料、顔料、着色剤、消泡
剤、腐食防止剤、光重合開始剤等の添加剤を含むことができる。
【００９９】
　粘着剤層は、上記粘着剤組成物の有機溶剤希釈液を基材上に塗布し、乾燥させることに
より形成することができる。基材は、偏光子、保護フィルム、輝度向上フィルムのような
他の光学フィルム、剥離フィルム（例えば剥離フィルム２０）等であることができる。活
性エネルギー線硬化型粘着剤組成物を用いた場合は、形成された粘着剤層に、活性エネル
ギー線を照射することにより所望の硬化度を有する硬化物とすることができる。
【０１００】
　粘着剤層１５の厚みは、通常１～４０μｍであるが、積層体の薄膜化の観点、及び良好
な加工性を保ちつつ偏光板１０の寸法変化を抑制する観点から、３～２５μｍ（例えば３
～２０μｍ、さらには３～１５μｍ）とすることが好ましい。粘着剤層１６の厚みは、通
常１～２０μｍであるが、３～１０μｍであることが好ましい。
【０１０１】
　剥離フィルム２０が積層される粘着剤層１５は、剥離フィルムに対する密着力が０．２
０Ｎ／２５ｍｍ以下であることができ、好ましくは０．１０Ｎ／２５ｍｍ以下であり、よ
り好ましくは０．０５Ｎ／２５ｍｍ以下であり、０．０４以下であってもよい。このよう
な密着力とすることで、剥離フィルムを剥離するときに偏光板に浮きが生じず、一層剥離
性が向上する。また、密着力は、０．０２Ｎ／２５ｍｍ以上である。このような密着力と
することで、搬送等で積層体に衝撃が加わっても、剥離フィルムと粘着剤層との間に隙間
が生じるのを防ぎやすい。本明細書において、粘着剤層の剥離フィルムに対する密着力は
、後述の実施例に記載した方法で測定した値である。
【０１０２】
＜表面保護フィルム＞
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　表面保護フィルム３０は、基材フィルム３１と、その上に積層される粘着剤層３２とを
含むものであることができる。表面保護フィルム３０は、偏光板１０の表面を保護するた
めのフィルムであり、通常、例えば表示素子や他の光学部材に積層体が貼合された後にそ
れが有する粘着剤層ごと剥離除去される。
【０１０３】
　表面保護フィルムは、表面保護フィルム単体に対して、突刺し治具を垂直に降下させた
ときに、たわんだ状態における最大の力Ｆ３（Ｎ）と歪みＳ３（ｍｍ）との積（Ｋ３）が
、０．１５Ｎ・ｍｍ以上であることが好ましく、０．２５Ｎ・ｍｍ以上であることがより
好ましく、０．４０Ｎ・ｍｍ以上であることがさらに好ましい。また、最大の力Ｆ３（Ｎ
）と歪みＳ３（ｍｍ）との積（Ｋ３）は、１．００Ｎ・ｍｍ以下であり、０．９０Ｎ・ｍ
ｍ以下であってもよいし、０．８０Ｎ・ｍｍ以下であってもよいし、０．７０Ｎ・ｍｍ以
下であってもよいし、０．６０Ｎ・ｍｍ以下であってもよい。最大の力Ｆ３（Ｎ）と歪み
Ｓ３（ｍｍ）との積（Ｋ３）は、上述の最大の力Ｆ１（Ｎ）と歪みＳ１（ｍｍ）との積を
求める方法と同じ方法で求めることができる。
【０１０４】
　Ｆ３（Ｎ）は、０．２０Ｎ以上１．０Ｎ以下であることができ、０．３Ｎ以上０．６Ｎ
以下であってもよい。Ｓ３（ｍｍ）は、０．３ｍｍ以上３．０ｍｍ以下であることができ
、０．５ｍｍ以上２．０ｍｍ以下であってもよい。
【０１０５】
　表面保護フィルムは、一般に輝度向上フィルムに比べてコシがあり、剥離フィルムの剥
離性の向上に重要である。本明細書において、表面保護フィルムの厚みは、基材フィルム
の厚みと、その上に積層される粘着剤層の厚みとの合計値であり、好ましくは３０μｍ以
上であり、より好ましくは５０μｍ以上である。一方、表面保護フィルムの厚みが大きす
ぎると、剥離フィルムを剥離するときに、表面保護フィルムと偏光板との間に剥離が生じ
やすくなるので、表面保護フィルムの厚みは、好ましくは１００μｍ以下であり、より好
ましくは７０μｍ以下である。ただし、厚みが同じであっても、材料や製造方法等によっ
て最大の力Ｆ３（Ｎ）と歪みＳ３（ｍｍ）との積は異なり得る。
【０１０６】
　基材フィルムは好ましくは熱可塑性樹脂フィルムである。熱可塑性樹脂フィルムを構成
する熱可塑性樹脂は、例えば、ポリエチレン系樹脂、ポリプロピレン系樹脂のようなポリ
オレフィン系樹脂；環状ポリオレフィン系樹脂；ポリエチレンテレフタレートやポリエチ
レンナフタレートのようなポリエステル系樹脂；ポリカーボネート系樹脂；（メタ）アク
リル系樹脂等を挙げることができる。基材フィルムは、単層構造であってもよいし多層構
造であってもよい。
【０１０７】
　基材フィルムの厚みは２０～１５０μｍ（例えば３０～８０μｍ、好ましくは３０～６
０μｍ）であることができる。粘着剤層の構成については、前述した偏光板が有する粘着
剤層についての記述が基本的に引用される。
【０１０８】
　特に、粘着剤層は、その貯蔵弾性率が８０℃において、０．１５ＭＰａ以下であること
が好ましく、０．１４ＭＰａ以下であることがより好ましく、０．１０ＭＰａ以下である
ことがさらに好ましい。通常、粘着剤層の８０℃における貯蔵弾性率は、０．０１ＭＰａ
以上である。本明細書において、粘着剤層の貯蔵弾性率は、市販の粘弾性測定装置、例え
ば、ＲＥＯＭＥＴＲＩＣ社製の粘弾性測定装置「ＤＹＮＡＭＩＣ　ＡＮＡＬＹＺＥＲ　Ｒ
ＤＡ　ＩＩ」を用いて測定することができる。
【０１０９】
　表面保護フィルム３０は、帯電防止剤を含むことができる。帯電防止剤は、例えば、粘
着剤層に含有させることができる。粘着剤層に帯電防止剤を含有させる代わりに、又はこ
れとともに、基材フィルムにおける粘着剤層が積層される面とは反対側の面に、帯電防止
剤を含有する帯電防止層を設けてもよい。



(18) JP 2019-191551 A 2019.10.31

10

20

30

40

50

【０１１０】
　帯電防止剤としては、イオン性化合物を挙げることができる。イオン性化合物は、無機
カチオン又は有機カチオンと、無機アニオン又は有機アニオンとを有する化合物である。
２種以上のイオン性化合物を使用してもよい。
【０１１１】
＜剥離フィルム＞
　剥離フィルム２０は、粘着剤層を表示素子（例えば液晶セル、有機ＥＬ素子）や他の光
学部材に貼合するまでその表面を保護するために仮着されるフィルムである。剥離フィル
ム２０は、片面にシリコーン系、フッ素系等の離型剤などによる離型処理を施すことによ
り、粘着剤層１５との密着力を調整することが可能である。剥離フィルム２０は、離型処
理された熱可塑性樹脂フィルムで構成され、その離型処理面に粘着剤層を貼り合わせるこ
とができる。
【０１１２】
　剥離フィルム２０を構成する熱可塑性樹脂は、例えば、ポリエチレンのようなポリエチ
レン系樹脂、ポリプロピレンのようなポリプロピレン系樹脂、ポリエチレンテレフタレー
トやポリエチレンナフタレートのようなポリエステル系樹脂等であることができる。剥離
フィルム２０の厚みは、例えば１０～５０μｍである。
【０１１３】
　積層体１００～１０３は、剥離フィルム２０を剥離し、表示素子（例えば、液晶セル、
有機ＥＬ素子）に貼合することができる。さらに、表面保護フィルム３０を剥離して、表
示装置（例えば、液晶表示装置、有機ＥＬ表示装置）に組み込むことができる。表示装置
を構築するにあたって本発明に係る積層体１０は、視認側に配置される偏光板に用いられ
てもよいし、バックライト側に配置される偏光板に用いられてもよいし、視認側及びバッ
クライト側の双方の偏光板に用いられてもよい。
【０１１４】
　例えば以下のようにして、積層体から剥離フィルムを剥離することができる。積層体に
おける表面保護フィルム側の面を保持台に固定し、剥離テープを剥離フィルム上に貼合す
る。積層体の固定方法は特に制限されず、表面保護フィルム側から吸引する力により固定
してもよいし、粘着力で固定してもよい。固定する表面保護フィルムと保持台との間の密
着力は、偏光板に跡を残さないようにするという観点から、０．１～０．３Ｎ／６０ｍｍ
であることが好ましく、０．１５～０．２Ｎ／６０ｍｍであることがより好ましい。本発
明の積層体によれば、このような小さな圧力で積層体を固定しても良好な剥離性を示す。
剥離テープを貼合する位置は特に制限されず、積層体が矩形である場合は、四隅のいずれ
か（対角部分）、または四辺のいずれかの中央に貼合することができる。剥離テープは剥
離フィルムの一箇所に貼合してもよいし、複数の箇所に貼合してもよい。次いで、剥離テ
ープを引き起こして剥離フィルムを剥離する。剥離角度は、９０～１８０°とすることが
でき、剥離速度は０．１～１０ｍ／ｍｉｎ．とすることができる。
【実施例】
【０１１５】
　以下、実施例及び比較例を示して本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれら
の例によって限定されるものではない。
【０１１６】
（１）剛性（Ｆ×Ｓ）の測定方法
　カトーテック株式会社製の圧縮試験機であるＫＥＳ－Ｇ５を使用して、各フィルムがた
わんだ状態における最大の力Ｆ（Ｎ）と歪みＳ（ｍｍ）とを測定し、両者の積を算出した
。具体的に図３および図４を参照して説明をする。測定用フィルム３の大きさは、短辺２
５ｍｍ（両矢印４３）×長辺４３ｍｍ（両矢印４２）の矩形とした。突刺し治具１には、
先端が球形であり、先端径が１ｍｍφであり、曲率が０．５Ｒであるニードルを使用した
。図３に示すように測定対象のフィルム３を台２の上に載置して、突刺し治具１を、この
フィルム３に対して垂直に降下させた。フィルム３を載置した台２は、上面から下面に至



(19) JP 2019-191551 A 2019.10.31

10

20

30

40

50

る円形の穴が空けられており、その上部の穴径（両矢印４４）は３０ｍｍであり、下面の
穴径（両矢印４１）は１０ｍｍである。突刺し治具１への荷重は１ｋｇとし、突刺し治具
の降下速度は、１．０ｃｍ／秒とした。突刺し治具１が測定対象のフィルム３に接した後
、当該フィルムがたわんだ状態（しわや折れ込みが発生する直前の状態）における最大の
荷重（Ｎ）と歪み（図４（ａ）における両矢印４０の長さ）（ｍｍ）を測定した。
【０１１７】
（２）フィルム厚みの測定方法
　株式会社ニコン製のデジタルマイクロメーターであるＭＨ－１５Ｍを用いて測定した。
【０１１８】
（３）密着力の測定方法
　株式会社島津製作所製の卓上形精密万能試験機であるオートグラフ（登録商標）ＡＧＳ
－Ｘを使用して、剥離フィルムと偏光板が備える粘着剤層との密着力を測定した。
【０１１９】
（４）剥離フィルムの剥離性の評価方法
　各実施例で作製した積層体を、表面保護フィルムが下側になるようにガラス板（保持台
）に固定をした。固定には粘着シートを使用し、固定をした力（密着力）は、０．１～０
．３Ｎ／６０ｍｍであった。剥離フィルムの四隅のうち一箇所に、剥離テープを、剥離テ
ープの長辺方向が積層体の長辺方向に平行となるように貼合した。剥離テープは、日東電
工株式会社製のポリエステル粘着テープであるＮｏ．３１５を使用し、幅を１２ｍｍ、貼
合した部分の長さを１０ｍｍとした。剥離テープの一端をチャックで把持し、剥離フィル
ムを剥離した。剥離速度は３ｍ／分とし、剥離角度は１８０°とした。このとき偏光板お
よび表面保護フィルムからなる層が、積層体を固定したガラスから浮き上がった場合を、
剥離不良（ＮＧ）と判定し、浮き上がらず剥離フィルムが剥離できた場合を、剥離良好（
ＯＫ）と判定した。
【０１２０】
［実施例１］
　以下のように積層体を作製した。
　ポリビニルアルコール系樹脂にヨウ素が吸着配向した偏光子（厚み５μｍ）を作製した
。この偏光子の一方の面に、紫外線硬化性接着剤を介して、ハードコート層が形成された
環状オレフィン系樹脂（ＣＯＰ）フィルム（日本ゼオン株式会社製、厚み３０μｍ）を貼
合し、偏光子の他方の面に、同じ接着剤を介して、環状オレフィン系樹脂からなる位相差
層（厚み２０μｍ）を貼合した。
次いで、重合性液晶化合物が硬化した層を含む位相差層（厚み５μｍ）を、前記環状オレ
フィン系樹脂フィルム上に形成した。ポリエステル系樹脂フィルムからなる剥離フィルム
（厚み３８μｍ）上にアクリル系粘着剤層（厚み２０μｍ）を形成し、このアクリル系粘
着剤層を前記位相差層上に積層させた。ポリエステル系樹脂からなる基材フィルム（厚み
５０μｍ）とアクリル系粘着剤層（厚み１５μｍ）とからなる表面保護フィルム（厚みは
基材フィルムとアクリル系粘着剤層との合計で６５μｍ）を準備し、このアクリル系粘着
剤層を前記ハードコート層が形成された環状オレフィン系樹脂フィルム上に積層させて、
フィルムを得た。
【０１２１】
　得られたフィルムを長辺２６．６ｃｍ、短辺２０．０ｃｍの矩形に裁断し、積層体を得
た。積層体は、剥離フィルム／粘着剤層／位相差層（液晶化合物が硬化した層）／位相差
層（ＣＯＰフィルム）／偏光子／ハードコート層が形成されたＣＯＰフィルム／表面保護
フィルムの層構成を有していた。この積層体における偏光板〔粘着剤層／位相差層（液晶
化合物が硬化した層）／位相差層（ＣＯＰフィルム）／偏光子／ハードコート層が形成さ
れたＣＯＰフィルム〕の厚みは８０μｍであり、剥離フィルムの厚みは３８μｍであり、
表面保護フィルムの厚みは６５μｍであった。
【０１２２】
　また、上記で得たフィルムから、粘着剤層を残して剥離フィルム（３８μｍ）を剥離し
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て、偏光板と表面保護フィルムとからなる層を得、この層を２５ｍｍ×４３ｍｍの矩形に
切出して測定用フィルム３とし、上記測定方法により、たわんだ状態における最大の力（
Ｆ）を測定してＦ１とし、歪み（Ｓ）を測定してＳ１とした。
上記で得たフィルムから、粘着剤層を残して剥離フィルム（厚み３８μｍ）を剥離し、さ
らに表面保護フィルム（厚み６５μｍ）を剥離して偏光板（厚み８０μｍ）を得、この偏
光板を２５ｍｍ×４３ｍｍの矩形に切出して測定用フィルム３とし、上記測定方法により
、たわんだ状態における最大の力(Ｆ)を測定してＦ２とし、撓んだ状態における最大の歪
み（Ｓ）を測定してＳ２とした。上記で用いた表面保護フィルムを２５ｍｍ×４３ｍｍの
矩形に切出して測定用フィルムとし、上記測定方法によりたわんだ状態における最大の力
（Ｆ）を測定してＦ３とし、たわんだ状態における歪み（Ｓ）を測定してＳ３とした。こ
の結果、Ｆ１＝２．６９Ｎ、Ｓ１＝３．４ｍｍであり、Ｆ２＝０．５２Ｎ、Ｓ２＝１．１
ｍｍであり、Ｆ３＝０．４６Ｎであり、Ｓ３＝１．６ｍｍであった。
【０１２３】
　粘着剤層と剥離フィルムとの密着力は、０．０４Ｎ／２５ｍｍであり、搬送等を原因と
する粘着剤層と剥離フィルムの間に剥がれは観察されなかった。
【０１２４】
［実施例２］
　以下のように積層体を作製した。
　ポリビニルアルコール系樹脂にヨウ素が吸着配向した偏光子（厚み８μｍ）を作製した
。この偏光子の一方の面に、水系接着剤を介して、ハードコート層が形成された環状オレ
フィン系樹脂フィルム（日本ゼオン株式会社製、厚み３０μｍ）を貼合した。ポリエステ
ル系樹脂からなる基材フィルム（厚み３８μｍ）とアクリル系粘着剤層（厚み１７μｍ）
とからなる表面保護フィルム（藤森工業株式会社製、商品名ＦＳ－ＰＦ）を準備し、この
アクリル系粘着剤層を前記ハードコート層が形成された環状オレフィン系樹脂フィルム上
に積層させた。
【０１２５】
　偏光子の他方の面に、紫外線硬化性接着剤を介して以下の積層フィルムを貼合した。こ
の積層フィルムは、環状オレフィン系樹脂フィルムからなる位相差層（日本ゼオン株式会
社製、厚み２０μｍ、面内位相差値Ｒｅ（５９０）＝１２０～１５０ｎｍ）上に、重合性
液晶化合物が硬化した位相差層（厚み１μｍ、厚さ方向の位相差値Ｒｔｈ（５９０）＝－
１１０～－１５０ｎｍ）が積層された構成を有する。偏光子との貼合面が、積層フィルム
のＣＯＰフィルム面となるように貼合した。
【０１２６】
　ポリエステル系樹脂フィルムからなる剥離フィルム（厚み３８μｍ）上にアクリル系粘
着剤層（リンテック株式会社、厚み１３μｍ、＃ＫＣ１）を形成し、このアクリル系粘着
剤層を前記位相差層上に積層させた。
【０１２７】
　得られたフィルムを長辺２６．６ｃｍ、短辺２０．０ｃｍの矩形に裁断し、積層体を得
た。積層体は、剥離フィルム／粘着剤層／位相差層（液晶化合物が硬化した層）／位相差
層（ＣＯＰフィルム）／偏光子／ハードコート層が形成されたＣＯＰフィルム／表面保護
フィルムの層構成を有していた。偏光板の厚みは７２μｍであり、剥離フィルムの厚みは
３８μｍであり、表面保護フィルムの厚みは５５μｍであった。
【０１２８】
　また、Ｆ１＝２．２３Ｎ、Ｓ１＝２．６ｍｍであり、Ｆ２＝０．５６Ｎ、Ｓ２＝１．５
ｍｍであり、Ｆ３＝０．３０Ｎであり、Ｓ３＝０．７ｍｍであった。
【０１２９】
　粘着剤層と剥離フィルムとの密着力は、０．０２Ｎ／２５ｍｍであり、搬送等を原因と
する粘着剤層と剥離フィルムの間に剥がれは観察されなかった。
【０１３０】
［実施例３］
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　以下のように積層体を作製した。
　ポリビニルアルコール系樹脂にヨウ素が吸着配向した偏光子（厚み８μｍ）を作製した
。この偏光子の一方の面に、水系接着剤を介して、ハードコート層が形成された環状オレ
フィン系樹脂フィルム（日本ゼオン株式会社製、厚み３０μｍ）を貼合した。ポリエステ
ル系樹脂からなる基材フィルム（厚み３８μｍ）とアクリル系粘着剤層（厚み１７μｍ）
とからなる表面保護フィルム（藤森工業株式会社製、商品名ＦＳ－ＰＦ）を準備し、この
アクリル系粘着剤層を前記ハードコート層が形成された環状オレフィン系樹脂フィルム上
に積層させた。
【０１３１】
　偏光子の他方の面に、紫外線硬化性接着剤を介して、以下の積層フィルムを貼合した。
この積層フィルムは、環状オレフィン系樹脂フィルムからなる位相差層（日本ゼオン株式
会社製、厚み２２μｍ、面内位相差値Ｒｅ（５９０）＝１２０～１５０ｎｍ）上に、重合
性液晶化合物が硬化した位相差層（厚み１μｍ、厚さ方向の位相差値Ｒｔｈ（５９０）＝
－１１０～－１５０ｎｍ）が積層された構成を有する。偏光子との貼合面が、積層フィル
ムのＣＯＰフィルム面となるように貼合した。シリコーン量が実施例２のものよりも少な
いポリエステル系樹脂フィルムからなる剥離フィルム（厚み３８μｍ）上にアクリル系粘
着剤層（リンテック株式会社製、厚み１３μｍ、＃ＫＣ１）を形成し、このアクリル系粘
着剤層を前記位相差層上に積層させた。
【０１３２】
　得られたフィルムを長辺２６．６ｃｍ、短辺２０．０ｃｍの矩形に裁断し、積層体を得
た。積層体は、剥離フィルム／粘着剤層／位相差層（液晶化合物が硬化した層）／位相差
層（ＣＯＰフィルム）／偏光子／ハードコート層が形成されたＣＯＰフィルム／表面保護
フィルムの層構成を有していた。偏光板の厚みは７４μｍであり、剥離フィルムの厚みは
３８μｍであり、表面保護フィルムの厚みは５５μｍであった。
【０１３３】
　また、Ｆ１＝２．１５Ｎ、Ｓ１＝３．４ｍｍであり、Ｆ２＝０．６１Ｎ、Ｓ２＝１．６
ｍｍであり、Ｆ３＝０．３０Ｎであり、Ｓ３＝０．７ｍｍであった。
【０１３４】
　粘着剤層と剥離フィルムとの密着力は、０．０４Ｎ／２５ｍｍであり、搬送等を原因と
する粘着剤層と剥離フィルムの間に剥がれは観察されなかった。
【０１３５】
［実施例４］
　以下のように積層体を作製した。
　ポリビニルアルコール系樹脂にヨウ素が吸着配向した偏光子（厚み８μｍ）を作製した
。この偏光子の一方の面に、粘着剤層（厚み５μｍ）を介して、輝度向上フィルム（３Ｍ
社製、ＡＰＦ－Ｖ３、厚み３０μｍ）を貼合し、偏光子の他方の面には、紫外線硬化性接
着剤を介して、環状オレフィン系樹脂フィルム（日本ゼオン株式会社製、厚み１３μｍ）
を貼合した。ポリエステル系樹脂フィルムからなる剥離フィルム（厚み３８μｍ）上にア
クリル系粘着剤層（リンテック株式会社、厚み１３μｍ、＃ＫＣ１）を形成し、このアク
リル系粘着剤層を前記環状オレフィン系樹脂フィルム上に積層させた。ポリエステル系樹
脂からなる基材フィルム（厚み３８μｍ）とアクリル系粘着剤層（厚み１５μｍ）とから
なる表面保護フィルム（株式会社サンエー化研製、商品名ＯＦ－ＰＦ）を準備し、このア
クリル系粘着剤層を前記輝度向上フィルム上に積層させた。
【０１３６】
　得られたフィルムを長辺２６．６ｃｍ、短辺２０．０ｃｍの矩形に裁断し、積層体を得
た。積層体は、剥離フィルム／粘着剤層／ＣＯＰフィルム／偏光子／粘着剤層／輝度向上
フィルム／表面保護フィルムの層構成を有していた。偏光板の厚みは６９μｍであり、剥
離フィルムの厚みは３８μｍであり、表面保護フィルムの厚みは５３μｍであった。
【０１３７】
　また、Ｆ１＝１．６２Ｎ、Ｓ１＝３．５ｍｍであり、Ｆ２＝０．６１Ｎ、Ｓ２＝１．６
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ｍｍであり、Ｆ３＝０．２１Ｎであり、Ｓ３＝０．７ｍｍであった。
【０１３８】
　粘着剤層と剥離フィルムとの密着力は、０．０２Ｎ／２５ｍｍであり、搬送等を原因と
する粘着剤層と剥離フィルムの間に剥がれは観察されなかった。
【０１３９】
［実施例５］
　以下のように積層体を作製した。
　ポリビニルアルコール系樹脂にヨウ素が吸着配向した偏光子（厚み８μｍ）を作製した
。この偏光子の一方の面に、粘着剤層（厚み１５μｍ）を介して、輝度向上フィルム（３
Ｍ社製、ＡＰＦ－Ｖ４、厚み２０μｍ）を貼合し、偏光子の他方の面には、紫外線硬化性
接着剤を介して、環状オレフィン系樹脂フィルム（日本ゼオン株式会社製、厚み１３μｍ
）を貼合した。ポリエステル系樹脂フィルムからなる剥離フィルム（厚み３８μｍ）上に
アクリル系粘着剤層（リンテック株式会社、厚み１３μｍ、＃ＫＣ１）を形成し、このア
クリル系粘着剤層を前記環状オレフィン系樹脂フィルム上に積層させた。ポリエステル系
樹脂からなる基材フィルム（厚み５０μｍ）とアクリル系粘着剤層（厚み１５μｍ）とか
らなる表面保護フィルム（藤森工業株式会社製、商品名ＦＹ－ＰＦ）を準備し、このアク
リル系粘着剤層を前記輝度向上フィルム上に積層させた。
【０１４０】
　得られたフィルムを長辺２６．６ｃｍ、短辺２０．０ｃｍの矩形に裁断し、積層体を得
た。積層体は、剥離フィルム／粘着剤層／ＣＯＰフィルム／偏光子／粘着剤層／輝度向上
フィルム／表面保護フィルムの層構成を有していた。偏光板の厚みは６９μｍであり、剥
離フィルムの厚みは３８μｍであり、表面保護フィルムの厚みは６５μｍであった。
【０１４１】
　また、Ｆ１＝１．６２Ｎ、Ｓ１＝２．４ｍｍであり、Ｆ２＝０．２５Ｎ、Ｓ２＝０．７
ｍｍであり、Ｆ３＝０．４２Ｎであり、Ｓ３＝１．３ｍｍであった。
【０１４２】
　粘着剤層と剥離フィルムとの密着力は、０．０２Ｎ／２５ｍｍであり、搬送等を原因と
する粘着剤層と剥離フィルムの間に剥がれは観察されなかった。
【０１４３】
［比較例１］
　以下のように積層体を作製した。
　ポリビニルアルコール系樹脂にヨウ素が吸着配向した偏光子（厚み８μｍ）を作製した
。偏光子の作製の際に、実施例５の偏光子よりも延伸倍率を高くした。この偏光子の一方
の面に、粘着剤層（厚み１５μｍ）を介して、輝度向上フィルム（３Ｍ社製、ＡＰＦ－Ｖ
４、厚み２０μｍ）を貼合し、偏光子の他方の面には、紫外線硬化性接着剤を介して、環
状オレフィン系樹脂フィルム（日本ゼオン株式会社製、厚み１３μｍ）を貼合した。ポリ
エステル系樹脂フィルムからなる剥離フィルム（厚み３８μｍ）上にアクリル系粘着剤層
（リンテック株式会社、厚み１３μｍ、＃ＫＣ１）を形成し、このアクリル系粘着剤層を
前記環状オレフィン系樹脂フィルム上に積層させた。ポリエステル系樹脂からなる基材フ
ィルム（厚み３８μｍ）とアクリル系粘着剤層（厚み１５μｍ）とからなる表面保護フィ
ルム（藤森工業株式会社製、商品名ＡＹ－ＸＡ３５）を準備し、このアクリル系粘着剤層
を前記輝度向上フィルム上に積層させた。
【０１４４】
　得られたフィルムを長辺２６．６ｃｍ、短辺２０．０ｃｍの矩形に裁断し、積層体を得
た。積層体は、剥離フィルム／粘着剤層／環状オレフィン系樹脂フィルム／偏光子／粘着
剤層／輝度向上フィルム／表面保護フィルムの層構成を有していた。偏光板の厚みは６９
μｍであり、剥離フィルムの厚みは３８μｍであり、表面保護フィルムの厚みは５３μｍ
であった。
【０１４５】
　また、Ｆ１＝１．０９Ｎ、Ｓ１＝２．１ｍｍであり、Ｆ２＝０．２４Ｎ、Ｓ２＝０．６
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ｍｍであり、Ｆ３＝０．２２Ｎであり、Ｓ３＝０．５ｍｍであった。
【０１４６】
　粘着剤層と剥離フィルムとの密着力は、０．０２Ｎ／２５ｍｍであり、搬送等を原因と
する粘着剤層と剥離フィルムの間に剥がれは観察されなかった。
【０１４７】
［比較例２］
　以下のように積層体を作製した。
　ポリビニルアルコール系樹脂にヨウ素が吸着配向した偏光子（厚み８μｍ）を作製した
。この偏光子の一方の面に、粘着剤層（厚み１５μｍ）を介して、輝度向上フィルム（３
Ｍ社製、ＡＰＦ－Ｖ４、厚み２０μｍ）を貼合し、偏光子の他方の面には、接着剤を介し
て、環状オレフィン系樹脂フィルム（日本ゼオン株式会社製、厚み１３μｍ）を貼合した
。ポリエステル系樹脂フィルムからなる剥離フィルム（厚み３８μｍ）上にアクリル系粘
着剤層（リンテック株式会社、厚み１３μｍ、＃ＫＣ１）を形成し、このアクリル系粘着
剤層を前記環状オレフィン系樹脂フィルム上に積層させた。ポリエステル系樹脂からなる
基材フィルム（厚み３８μｍ）とアクリル系粘着剤層（厚み１５μｍ）とからなる表面保
護フィルム（藤森工業株式会社製、商品名ＡＹ－ＸＡ３５）を準備し、このアクリル系粘
着剤層を前記輝度向上フィルム上に積層させた。
【０１４８】
　得られたフィルムを長辺２６．６ｃｍ、短辺２０．０ｃｍの矩形に裁断し、積層体を得
た。積層体は、剥離フィルム／粘着剤層／環状オレフィン系樹脂フィルム／偏光子／粘着
剤層／輝度向上フィルム／表面保護フィルムの層構成を有していた。偏光板の厚みは６９
μｍであり、剥離フィルムの厚みは３８μｍであり、表面保護フィルムの厚みは５３μｍ
であった。
【０１４９】
　また、Ｆ１＝１．２１Ｎ、Ｓ１＝１．８ｍｍであり、Ｆ２＝０．２５Ｎ、Ｓ２＝０．７
ｍｍであり、Ｆ３＝０．２５Ｎであり、Ｓ３＝０．５ｍｍであった。
【０１５０】
　粘着剤層と剥離フィルムとの密着力は、０．０２Ｎ／２５ｍｍであり、搬送等を原因と
する粘着剤層と剥離フィルムの間に剥がれは観察されなかった。
【０１５１】
［比較例３］
　以下のように積層体を作製した。
　ポリビニルアルコール系樹脂にヨウ素が吸着配向した偏光子（厚み５μｍ）を作製した
。この偏光子の一方の面に、粘着剤層（厚み５μｍ）を介して、輝度向上フィルム（３Ｍ
社製、ＡＰＦ－Ｖ４、厚み２０μｍ）を貼合し、偏光子の他方の面には、接着剤を介して
、アクリル系樹脂からなる保護フィルム（厚み２０μｍ）を貼合した。ポリエステル系樹
脂フィルムからなる剥離フィルム（厚み３８μｍ）上にアクリル系粘着剤層（厚み２１μ
ｍ）を形成し、このアクリル系粘着剤層を前記アクリル系樹脂からなる保護フィルム上に
積層させた。ポリエステル系樹脂からなる基材フィルム（厚み４０μｍ）とアクリル系粘
着剤層（厚み１６μｍ）とからなる表面保護フィルムを準備し、このアクリル系粘着剤層
を前記輝度向上フィルム上に積層させた。
【０１５２】
　得られたフィルムを長辺２６．６ｃｍ、短辺２０．０ｃｍの矩形に裁断し、積層体を得
た。積層体は、剥離フィルム／粘着剤層／光学保護フィルム／偏光子／粘着剤層／輝度向
上フィルム／表面保護フィルムの層構成を有していた。偏光板の厚みは７１μｍであり、
剥離フィルムの厚みは３８μｍであり、表面保護フィルムの厚みは５６μｍであった。
【０１５３】
　また、Ｆ１＝１．５５Ｎ、Ｓ１＝２．３ｍｍであり、Ｆ２＝０．２４Ｎ、Ｓ２＝１．３
ｍｍであり、Ｆ３＝０．２１Ｎであり、Ｓ３＝１．１ｍｍであった。
【０１５４】
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　粘着剤層と剥離フィルムとの密着力は、０．０４Ｎ／２５ｍｍであり、搬送等を原因と
する粘着剤層と剥離フィルムの間に剥がれは観察されなかった。
【０１５５】
　上記実施例１～５、比較例１～３で作製した積層体について、剥離性の評価を行った。
結果を表１に示す。表１に示すように、実施例１～５の積層体は、剥離フィルムの剥離を
良好に行うことができた。また、いずれの実施例においても、偏光板と表面保護フィルム
との間で剥離する不良は生じなかった。
【０１５６】
【表１】

【０１５７】
　〔表１〕
─────────────────────────────
実験例　　密着力　　Ｋ１　　　Ｋ２　　　Ｋ３　　　剥離性　
　　　　　[N/25mm]　[N・mm]　[N・mm] 　[N・mm] 　 評価　
─────────────────────────────
実施例１　0.04　　　 9.1　　　0.56　　　0.75　　　　 ＯＫ 　
実施例２　0.02　　　 5.7　　　0.83　　　0.20　　　　 ＯＫ 　
実施例３　0.04　　　 7.3　　　0.99　　　0.20　　　　 ＯＫ 　
実施例４　0.02　　　 5.6　　　0.77　　　0.14　　　　 ＯＫ 　
実施例５　0.02　　　 3.8　　　0.18　　　0.53　　　　 ＯＫ 　
─────────────────────────────
比較例１　0.02　　　 2.3　　　0.14　　　0.10　　　　 ＮＧ 　
比較例２　0.02　　　 2.2　　　0.18　　　0.11　　　　 ＮＧ 　
比較例３　0.04　　　 3.6　　　0.31　　　0.23　　　　 ＮＧ 　
─────────────────────────────
【産業上の利用可能性】
【０１５８】
　本発明によれば、剛性が低い偏光板であっても、剥離フィルムの剥離不良を生じない積
層体を提供することができるので有用である。
【符号の説明】
【０１５９】
　１　突刺し治具
　２　台
　３　測定対象のフィルム
　１０　偏光板
　１１　偏光子
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　１２，１３　保護フィルム
　１４　輝度向上フィルム
　１５　粘着剤層
　１６　粘着剤層
　１７　位相差層
　２０　剥離フィルム
　３０　表面保護フィルム
　３１　基材フィルム
　３２　粘着剤層
　４０，４１，４２，４３，４４　両矢印
　１００，１０１，１０２，１０３　積層体

【図１】

【図２】

【図３】
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【図４】

【図５】

【手続補正書】
【提出日】平成31年3月28日(2019.3.28)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
偏光板の一方の面に熱可塑性樹脂フィルムとその上に積層される粘着剤層とを含む表面保
護フィルムが剥離可能に積層され、
前記偏光板のもう一方の面に粘着剤層を介して、離型処理された熱可塑性樹脂フィルムで
構成された剥離フィルムが剥離可能に積層され、
前記偏光板は、偏光子を含み、
前記表面保護フィルムを測定フィルムとして、以下の測定方法により測定される最大の力
（Ｆ（Ｎ））をＦ３とし、歪み（Ｓ（ｍｍ））をＳ３としたときに最大の力Ｆ３（Ｎ）と
歪みＳ３（ｍｍ）との積（Ｆ３（Ｎ）×Ｓ３（ｍｍ））として表される剛性Ｋ３が０．１
４Ｎ・ｍｍ以上０．７５Ｎ・ｍｍ以下である積層体であって、
前記偏光板と前記表面保護フィルムとからなる層を測定用フィルムとして、以下の測定方
法により測定される最大の力（Ｆ（Ｎ））をＦ１とし、歪み（Ｓ（ｍｍ））をＳ１とした
ときに、最大の力Ｆ１（Ｎ）と歪みＳ１（ｍｍ）との積（Ｆ１（Ｎ）×Ｓ１（ｍｍ））と
して表される剛性Ｋ１が３．８Ｎ・ｍｍ以上９．１Ｎ・ｍｍ以下である積層体。
測定方法：
上面から見て中央に円形の貫通孔を有し、上面における貫通孔の直径が３０ｍｍであり、
側面から見た貫通孔の形状が柱状の下部と半球状の上部とによって構成される形状である
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測定台に、
２５ｍｍ×４３ｍｍの矩形の測定用フィルムを載置し、
該測定用フィルムの上方から、先端が球形であり先端径が１ｍｍφであり曲率半径が０．
５ｍｍであるニードルを、該ニードルが測定台の貫通孔の中心を通るように、１．０ｃｍ
／秒の速度で垂直に降下させ、
ニードルの先端が測定用フィルムに接してから、該フィルムがたわんだ状態を保持する最
大の荷重を最大の力Ｆ（Ｎ）として測定し、そのときのフィルムの歪みＳ（ｍｍ）を測定
する。
【請求項２】
前記剛性Ｋ３が０．２０Ｎ・ｍｍ以下である請求項１に記載の積層体。
【請求項３】
前記偏光板を測定フィルムとして前記測定方法により測定される最大の力（Ｆ（Ｎ））を
Ｆ２（Ｎ）とし、歪み（Ｓ（ｍｍ））をＳ２としたときに最大の力Ｆ２（Ｎ）と歪みＳ２
（ｍｍ）との積として表される剛性Ｋ２が０．１０Ｎ・ｍｍ以上１．００Ｎ・ｍｍ以下で
ある請求項１または請求項２に記載の積層体。
【請求項４】
前記偏光板と前記剥離フィルムとの間の密着力が０．０２～０．０５Ｎ／２５ｍｍである
請求項１～請求項３のいずれかに記載の積層体。
【請求項５】
前記熱可塑性樹脂フィルムがポリエステル系樹脂からなるフィルムである請求項１～請求
項４のいずれかに記載の積層体。
【請求項６】
前記熱可塑性樹脂フィルムの厚みが３０μｍ～６０μｍである請求項１～請求項５のいず
れかに記載の積層体。
【請求項７】
前記偏光板が、前記偏光子の片面又は両面に貼合される熱可塑性樹脂フィルムを更に含む
請求項１～請求項６のいずれかに記載の積層体。
【請求項８】
前記偏光板が、輝度向上フィルムを含む請求項１～請求項６のいずれかに記載の積層体。
【請求項９】
前記偏光子が、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムに二色性色素を吸着配向させた偏光
子である請求項１～請求項９のいずれかに記載の積層体。
【請求項１０】
請求項１～請求項９のいずれかに記載の積層体における表面保護フィルムを、０．１～０
．３Ｎ／６０ｍｍの密着力で保持台上に固定する工程と、
当該積層体から剥離フィルムを剥離する工程を含む表面保護フィルム付き偏光板の製造方
法。
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